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エネルギーを取り巻く状況
• 各国は2050年カーボンニュートラル実現を志向

• ロシアのウクライナ侵攻(2022年2月)、米のイラン侵攻(2026
年2月)により、 エネルギー安全保障を巡る環境が変化

• 2022年7月、岸田政権は原発再稼働推進を指示するととも
にGX実行会議を発足

• わが国では、再エネとの共存、 水素社会への貢献といった、 
原子力の新たな社会的価値を再定義（←第7次エネルギー
基本計画, 2025年2月）

• そうした中、欧米中は原子力イノベーションを加速

• 2022年3月からは、国内の原子炉開発戦略を議論すべく 、 
原子力小委員会の下に「革新炉ワーキングループ」が設置

焦点：気候変動サミット 温室ガス削減、せめぎ合い 先進国前進でも「不足」 | 毎日新聞 (mainichi.jp)
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「GX実現に向けた基本方針」
（令和5年2月10日 閣議決定）
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原子力の活用

• 規制の充足にとどまらない自主的な安全性の向
上取り組む。

• 2030年度原子力比率20~22％の確実な達成に向
けて原子炉の再稼働を進める。

• 新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新
炉の開発・建設に取り組む。

• 廃炉を決定した原発の敷地内での次世代革新炉
への建て替えを進めていく。

• 「運転期間は40年、延長を認める期間は20年」を
認めることとする。
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「縮・原発」から「活・原子力」に転換、経済同友会が提言 新増設も：朝日新聞デジタル (asahi.com)

縮・原発

活・原発

2022年末

青田秀樹2023年12月20日 20時00分

https://www.asahi.com/articles/ASRDN65LZRDMULFA030.html
https://www.asahi.com/articles/ASRDN65LZRDMULFA030.html
https://www.asahi.com/articles/ASRDN65LZRDMULFA030.html


第７次エネルギー基本計画の策定 

• 2025年2月、 第7次エネルギー基本計画が策定

• 「再生可能エネルギー、 原子力などエネルギー安
全保障に寄与し、 脱炭素効果の高い電源の最大
限活用」 という方向性が提示

• 同時に、 次世代革新炉の各炉型の開発の方向性
が示された

• 第7次エネ基の策定を受け、 原子力小委員会にお
いて原子力政策の具体化に向けた検討が進めら
れているところ
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第７次エネルギー基本計画（抜粋1）

• 我が国は、 国際情勢の緊迫化によるエネルギー安全保障
上の要請の高まりに直面

• DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれる中で、
「再生可能エネルギー、 原子力などエネルギー安全保障
に寄与し、 脱炭素効果の高い電源の最大限活用」 という
方向性を提示

• エネルギー危機にも耐えうる強靭なエネルギー需給構造
への転換を実現するべく、

徹底した省エネルギー、製造業の燃料転換などを進め
るとともに、

再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障
に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用
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第７次エネルギー基本計画（抜粋2）

• 原子力は、優れた安定供給性、技術自給率を有し、他電
源と遜色ないコスト水準で変動も少なく、また、一定出力で
安定的に発電可能等の特長を有する

• こうした特性はデータセンターや半導体工場等の新たな需
要ニーズにも合致することも踏まえ、国民からの信頼確保
に努め、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的
に活用していく

• 新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・
設置については、地域の産業や雇用の維持・発展に寄与
し、地域の理解が得られるものに限り、廃炉を決定した原
子力発電所を有する事業者の原子力発電所のサイト内で
の次世代革新炉への建て替えを進めていく
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第７次エネルギー基本計画（抜粋3）

• 次世代革新炉（革新軽水炉・小型軽水炉・高速炉・高温ガ
ス炉・フュージョンエネルギー） の研究開発等を進めるとと
もに、サプライチェーン・人材の維持・強化に取り組む。

102024年6月25日第39回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会
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CN達成に必要な設備増強速度
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維持だけでも
+1～+2GWe /年

• 設備容量減少速度：

-1～-2基/年 ≒ -1～-2GWe /年(GWe)
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革新炉導入でCN達成は可能？
• 日本では1970年に始まった軽水
炉導入以降、約40年で50GWeの
設備を建設した実績あり

• 新規建設が途絶えて久しい日本
においてこのスピードで建設導入
するには、綻び始めた原子力サ
プライチェーンの維持・補強が課
題

• 2030年に46%減、2050年に正味
ゼロとするCN目標に対しては、出
力の小さいSMRよりも、技術が確
立し実績豊富、かつ新規制基準
に対応し震災以前に比べ飛躍的
に安全性を改善した大型軽水炉
の導入が現実的とみるのが自然
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第4回革新炉WG(20220729)【資料３】カーボンニュートラルやエネルギー安全保障の実現に向けた革新炉開発の技術ロードマップ（骨子案）

革新炉WGで整理された5炉型とその特徴



原理・特徴 技術的成熟度・課題

革新軽水炉
• 現行軽水炉をベース
• 1F事故を教訓に除熱性、静的安全性、放射能閉
込性等、安全性を向上

• 技術成熟度：高
• 建設費：高

小型軽水炉
(SMR)

• 基本原理は軽水炉

• 小型化で冷却を容易化、内包放射能、初期投資
を低減

• 機器をモジュール化（工場製造＋現場組立）

• 炉概念によっては開発要素有あり
• 発電コスト：高
• 日本では敷地効率に難

高速炉
• 高速中性子＋Pu燃料を用いることで燃料を増殖
• U資源利用効率を従来炉の100倍近くに向上
• 長半減期廃棄物を燃焼・短寿命化

• 実験炉・原型炉建設済み
• 高速炉燃料サイクル

高温ガス炉
• 冷却材Heガスの出口温度1000℃→水素製造
• 放射能閉じ込め性能に優れた被覆粒子燃料
• 炉内に大量の黒鉛があり温度変化が緩慢

• 大型化（大出力化）に制限あり
• 燃料は再処理に不適
• U資源利用効率：低

核融合炉
• 磁場や慣性力で高温高密度のプラズマを閉じ込
め→核融合反応(D-T反応)

• 反応生成物に放射性物質なし（放射化物あり）

• 国際熱核融合実験炉建設中
• 商業炉成立は未知数

革新炉WGで整理された5炉型とその特徴



革新軽水炉 2040年に向けた政策の方向性

• 設計段階から新たな安全メカニズムを組み込むことにより、事故の発
生リスクを抑制

• 万が一の事故があった場合にも放射性物質の放出を回避・抑制する
ための機能を強化したより安全なものとなるよう実用化開発を進める

• 規制予見性を高める意味で、ATENAと規制当局との間で実務レベルの

技術的意見交換会が設置されるなど、事業者による導入を見据えた動
きが進展している

• 事業者は、引き続き、更なる安全性向上を目的として革新軽水炉に組
み込まれる新たな安全メカニズム等と規制基準との関係性の整理に
向けて、規制当局と積極的な意見交換等を行い、共通理解の醸成を
図る

• また、新しい安全対策に係る技術開発を促進し、実用化を加速する

17総合資源エネルギー調査会原子力小委員会 革新炉ワーキンググループ 次世代革新炉開発ロードマップ_20260408



「革新的軽水炉」の特徴と設計例
安全設備の多重性/多様性/独立性強化

受動的安全系＋即効性ある動的安全系の調和

耐震性の強化

自然災害、航空機衝突、テロへの耐性強化

溶融炉心を捕捉・冷却するコアキャッチャー導入

放射性物質放出防止設備導入→緊急避難/長期
移住の不要化

日立 HI-ABWR

三菱 SRZ-1200 東芝 iBR
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革新軽水炉：社会実装に向けた現状と課題 

現状

• 政府支援を活用しつつ、 民間事業者において実用化に向けた技術開発が進捗

• 基本的に技術面では社会実装の段階

課題

• 実際の建替プロジェクトに進むにはユーザーたる電気事業者の投資決定が必要

• そのためには、投資決定を後押しする「原子力の見通し・ 将来像」 を政府が示すことが重要

• また、 立地自治体等の理解、 事業環境整備、サプライチェーン、 人材の維持・ 強化も

• 規制当局との対話を精力的に実施し、技術的な観点で規制対応を進めるべき

• 環境影響評価等の行政的手続について、タイムラインを意識し、早期に進むよう準備を

• 政府の各種技術開発支援について、将来を見据えたテーマや炉型、製造基盤の維持に資するもの等に重点
化していくべき

• エネルギー全般や原子力についての広報活動等を進め、 国民から理解を得ること、 立地地域との信頼を醸
成することに取り組むべき
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小型軽水炉（SMR: Small Modular Reactor）

第７次エネルギー基本計画に記載された方針 ：

• 小型軽水炉は、小出力を活かした自然循環により、冷却ポンプ、外部
電源なしで炉心冷却を可能とするシステムを目指している

• 米国やカナダ始め国外では、データセンター等を始めとする電力多消
費設備への脱炭素・安定電源としてのニーズが高まっており、2030年
より前の実用化に向けた日本企業も参画するプロジェクトも進行中

• また、軽水炉以外の小型炉を含め様々な新たな炉型の開発もスタート
アップにより進められている

• 我が国における将来ニーズを念頭に置いた選択肢確保の観点から、
我が国の産業基盤の維持・強化にも資するよう、日本の技術を活かし
た日本企業の海外プロジェクトへの参画や研究開発を支援する

28総合資源エネルギー調査会原子力小委員会 革新炉ワーキンググループ 次世代革新炉開発ロードマップ_20260408



29
総合資源エネルギー調査会原子力小委員会 革新炉ワーキンググループ 次世代革新炉開発ロードマップ_20260408



30

SMR(Small Modular Reactor)の代表概念

Nuscale
ニュースケール・パワー

米オレゴン州ポートランド

水の自然循環による冷却 水の沸騰による冷却 蒸気の自然循環による冷却

ポンプ不要・外部電源不要・外部注水不要

蒸気発生器
や崩壊熱除
去系による

冷却
(3日間)

原子炉容器
表面からの
崩壊熱除去

(30日間)

長期維持可
能な空気冷
却への移行
(30日以降)

崩
壊
熱

 (M
W

t)
   

   

経過時間 1 sec              1hour           1day                                                      3days            30days         無期限
崩壊熱 10MWt          2.2MWt       1.1MWt                                               0.8MWt         0.4MWt <0.4MWt

• 地下プールに77MWe
出力の小型炉を12基

• 総電気出力924MWe

特徴：
•原子炉＋蒸気発生器一体型
•運転時：自然循環冷却（冷却ポンプ無し）

•事故時：プール水による自然循環、外部電源不要、
外部注水不要、プール水蒸発後は空気冷却
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小型軽水炉：社会実装に向けた現状と課題 

現状

• 海外では、電気事業者のニーズを踏まえ、規制当局の許認可を得たうえで、民間事業者において具体的なプ
ロジェクトが進んでいる状況であり、基本的に技術面では社会実装の段階

• 今後は、国内産業基盤やサプライチェーンの維持・強化に資するよう、海外プロジェクトに参画する日本企業
の取組を支援するとともに、国内事業者のニーズや小型軽水炉の特徴（初期投資軽減等）を踏まえながら、
国内プロジェクトの創出に向けた取組を進めていく

課題

• 国内事業者のニーズを把握した上で、 初期投資軽減や多様な用途等の特徴、 将来のオプションという意義
も踏まえながら必要な支援を進めるべき

• 海外でプロジェクトが進む小型軽水炉を日本に設置する場合、 地震・ 津波など日本特有の自然条件への適
合性は非常に重要な観点であり、 設計変更の要否などの検討が必要

• また 事業者が導入を検討するに当たって、 資源活用効率性、 敷地効率性、 バックエンドについても留意が
必要

• 小型軽水炉特有の新技術に対する規制基準の整備

33
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SMRの懸念：敷地効率と必要基数

• SMRを日本へ導入するにあたっての別の懸念事項として、敷地制約がある

• 今回の新エネ基では、廃炉原発とは別の敷地でのリプレース（建て替え）も認めたが、各電力
会社が持つサイト数を今後拡大していくことは難しく、各電力会社は現在所有する敷地の範囲
で建設を行うこととなる

• この際、出力の小さいSMRの敷地効率（面積当たりの発電量）が悪ければ、大型炉を選択せざ
るを得ない

• BWRX-300の専有面積は0.05km2とされており、出力当たりの必要面積(km2/MWe)は、東京電
力柏崎刈羽原発5～6号機の3基と比べ、粗い概算では数倍から十数倍程度劣る

• 何を選択するかは、敷地形状や地盤特性も踏まえた上での電力会社ごとの判断

• 2050年CN達成に必要となる毎年約2000MWeという建設ペースを、SMRのみで達成することを
あえて想定すると、300MWeのBWRX-300ならば年に6基、77MWeのVOYGR（NuScale）では年に
25ユニットに

• 量産効果を発揮するには好ましい大きな数値であるが、現実に可能かどうかは現段階で予見
しがたい
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SMRの懸念：小さいから安全？
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高速炉

第７次エネルギー基本計画に記載された方針 ：

• 高速炉は、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減や資源の有
効利用等に資する核燃料サイクルの効果をより高めることが期待され
るとともに、空冷での安定冷却など、安全性が高い設計が可能

• 実証炉開発については、JAEA、原子力事業者及び中核企業の技術者

が集結する研究開発統合組織の統括の下、同志国の米国や仏国との
国際連携での技術的知見も活用しつつ、炉と燃料サイクル全体の集
中的な研究開発に取り組む

• 並行して、基本設計段階以降を見据えた事業運営体制の構築や安全
設計方針の在り方など、中長期を見据えた課題への対応を産学官で
進めていく
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高速炉：社会実装に向けた現状と課題 

現状

• 三菱重工業を中核企業に、日本原子力研究開発機構（JAEA）を研究開発統合組織としてプロジェクトを推進。実証炉
開発事業として、炉の概念設計、要素技術開発や燃料の研究開発等を着実に実施中

• 今後は、 2026年度の「燃料選択（酸化物燃料/金属燃料）」 、 2028年度の「基本設計への移行判断」というマイルス
トーンに向け、 研究開発・ 検討を進めていく 

課題

• 2028年度の「基本設計への移行判断」の際には、炉の技術的な観点だけでなく、中長期的な原子力政策・エネルギー
政策の観点、システム全体としての経済性などの観点から、総合的に判断すべき

• 高速炉については機器製造に長期の空白期間があったことで、技術・供給網が脆弱化しており、重要部材の製造能力
維持への対策が必要

• 高速炉の特性を最大限引き出すには安全上の特徴を勘案した適切な規制基準が必要。設計の手戻りを減らし、新た
な高速炉技術に関する規制の予見性を高めていくために、規制当局との技術的な意見交換などの対話を目指す必要。

• 基本設計への移行判断を念頭に、実際に実証炉等を運営する実施主体を固めた上で、立地場所選定等のプロセスに
進んでいくことが必要。実施主体の在り方について早急に検討を進めるべき

• 高速炉プロジェクトについての国民の認知度が低い。 2026年度の燃料選択や2028年度の移行判断のタイミングなど、
大きな動きがあるタイミングで、国民に広く知ってもらえる取り組みが必要
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高速炉の懸念

• 実施主体（電力）の本気度はいかほどか

• もんじゅ事故、電力自由化、最優先の軽水炉再稼働、

1G事故対応、再エネ普及などにより、30数年前に比べ

て、高速炉熱は高くない

• 酸化物？金属？

• 過去の動燃、核サ機構は酸化物燃料・湿式再処理技

術を開発。金属燃料採用(2026年度判断)となるとサイ

クル技術・第2再処理工場、処分技術は？
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資源有効利用性

• 最重要事項： CN電源で長期安定供給

• 「革新炉」様々あれど、、
• SMRやガス炉は資源消費を早める

• 高速炉導入時期にも影響
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高速炉＋リサイクルが可能とする

中性子の新たな使命

連鎖反応の維持
＋

燃料増殖
＋

長寿命廃棄物の核変換



持続性と環境負荷軽減の両立には？

• 長寿命核の短寿命化・
安定化には中性子を
消費するため、十分な
中性子が必要

• 熱中性子炉単独でも
MAやLLFPの核変換は
可能だが、天然ウラン
消費を早めることに
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環境負荷低減性
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高温ガス炉

第７次エネルギー基本計画に記載された方針 ：

• 高温熱を活かした準国産のカーボンフリーの水素や熱の供給により、
製鉄や化学などの素材産業の脱炭素化への貢献が期待される

• 高温工学試験研究炉HTTRでは、カーボンフリーの水素製造に活用し
得る950℃の高温熱の生成を世界で初めて達成するとともに、2024年３
月には、原子炉出力100％の運転中に原子炉を冷却できない状況を引

き起こしても、自然に原子炉出力が低下し、安定な状態を維持すること
を確認する実証試験にも世界で初めて成功

• これまで積み上げられてきた高温ガス炉の研究開発の成果を基礎とし
て、HTTRを活用した水素製造試験に向けた更なる挑戦を行うとともに、

同志国の英国との国際連携も活用し、産業界との幅広い連携により、
実証炉開発を産学官で進めていく
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高温工学試験研究炉(HTTR)の概要

•原子炉出力 ： 30MW
•冷却材 ： ヘリウムガス
•原子炉入口／出口冷却材温度 ： 395／850, 950℃
•１次冷却材圧力 ： 4MPa
•炉心構造材 ： 黒鉛
•炉心有効高さ／等価直径 ： 2.9m／2.3m
•出力密度 ： 2.5MW/m3

•燃料 ： 二酸化ウラン・被覆粒子／黒鉛分散型
•燃料体形式 ： ピン・イン・ブロック型
•原子炉圧力容器 ： 2・1/4Cr-1Mo鋼
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ガス炉の炉物理
• 黒鉛は水に比べて、中性子を減速するために20～30倍もの体積が必要 →

そもそも臨界にするためにたくさんの炭素が必要

• 黒鉛の比熱は水の約 1/5〜1/6しかないが、体積大故、黒鉛の熱容量大に

• すなわち、臨界にしようとすると、結果として、大型化し出力密度は小さく熱容
量の大きい（熱過渡が緩慢な）炉心に

• 結果として「溶融しない炉心」に

• 出力密度は2.5W/ccと軽水炉の1/30程度。軽水炉でも出力密度を1/30にす
れば・・・（経済性は成立しないが安全な炉に）

ガス炉の課題
• 実施主体未定

• 高濃縮燃料 → ウラン資源利用率低（燃焼度高くても）

• ワンスルー前提 → 資源持続性無し（軽水炉よりも悪い）

• 高速炉ではU, Pu, MAの全重元素リサイクル目指し、ガス炉は直接処分？日
本の再処理政策との整合性は？

• 安価なグリーン水素製造手段となるか？



「グリーン成長戦略」と鉄鋼分野における脱炭素化に向けた取組 経済産業省 金属技術室 2021年11月

コークス（石炭）を用いない水素還元製鉄
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原子力（高温ガス炉）水素による製鉄

日本全体：

• 現在の鉄鋼生産量： 7500万ton/年
• 水素還元製鉄に必要な水素量： 750億Nm3

高炉1基あたりでは、

• 鉄鋼生産量： 400万ton/年
• 必要な水素量： 40億Nm3

600MWt高温ガス炉：

• 水素製造能力： 約10億Nm3/基
• 高炉1基分に必要なガス炉基数： 4基
• 日本全体に必要なガス炉基数： 約75基

• 2050年政府目標： 2000億Nm3 → 必要な600MWtガス炉： 200基

MHI 、炉心溶融のない高温ガス炉コジェネプラント（水素製造・発電）の開発 原子力学会2020年秋の大会 1K08

JAEA：
将来の600MWtの高温ガス炉で、
2.6億Nm3/年の水素製造を行う
概念検討の段階
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高温ガス炉：社会実装に向けた現状と課題 
現状

• 高温ガス炉については、 三菱重工業を中核企業に選定し、 日本原子力研究開発機構（JAEA） は高温ガス炉PJ推進室
を中心にプロジェクトを推進。 規制対応、 技術開発などHTTRでの水素製造実証の準備を進めるとともに、 実証炉の概
念設計、 要素技術開発等を着実に実施。

• 今後は、 2027年度から始まる実証炉の基本設計、 2028年度頃のHTTRによる水素製造試験などに向け、 研究開発・ 
検討を進めていく 。

課題

• 実証炉を実現するためには、研究開発を進めるだけではなく、実証炉の運転・建設を行う実施主体、立地場所の決定、
燃料供給、核燃料サイクル、水素製造のコスト評価、官民での開発資金の確保の在り方などの論点についての検討を
深め、具体化していくことが必要。これらの論点についてマイルストーンを設けてプロジェクトを進めるべき。

• X-energy × Dowのような事例を参考に、 水素製造以外の高温ガス炉のニーズを探求しつつ、 将来的には幅広い活
用が可能となるよう、 高温ガス炉の利用法、 ユーザーを検討すべき。 また、 将来の水素社会の実用化像を意識しな
がら、 水素製造コストの見積もりを精緻化していくべき。

• 高温ガス炉の固有の安全性等の特徴を最大限引き出すには適切な規制基準が必要。 HTTRでの水素製造に向け、規

制当局の審査への対応を進めるとともに、実証炉の設計の手戻りを減らし、新たな高温ガス炉技術に関する規制の予
見性を高めていくために、高温ガス炉実証炉の特性を踏まえた安全確保の在り方の検討と規制当局との技術的な意
見交換などの対話を目指す必要。
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フュージョンエネルギー

第７次エネルギー基本計画に記載された方針 ：

• 「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を踏まえ、早

期実現と産業化を目指し、国際熱核融合実験炉ITER、トカ
マク型超伝導プラズマ実験装置JT-60SA等で培った技術や

人材を最大限活用し、技術成熟度を高めるべく、スタート

アップを含めた官民の研究開発力を強化する。

• 世界に先駆けた発電実証を目指し、原型炉開発と並行し、

トカマク型、ヘリカル型、レーザー型等多様な方式の挑戦

を促すとともに、科学的に合理的で国際協調した安全確保

の検討に取り組む。
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「核融合」でなく「フュージョン」？

• いつからか「核融合」に代わり「フュージョン」という表現をよく見かける様に

• 遡ると、２００２年６月に開かれた核融合エネルギー連合講演会にて、山東昭
子・参議院議員（当時。元科学技術庁長官）が「核」のネガティブイメージを指
摘し、新名称を促した

• その後、２３年６月の総合科学技術・イノベーション会議後の記者会見にて、高
市早苗・経済安全保障担当大臣（当時）が「フュージョンエネルギー」の表現を
用いると表明。以後、省庁や経済・産業界、メディアで使用

• 類似の話: 医療検査で用いるＭＲＩ（磁気共鳴画像）

• 元々はその原理である核磁気共鳴（Nuclear Magnetic Resonance）の頭文字をとってＮＭ

Ｒ撮像法と表現されていたが、患者への受容性を慮（おもんぱか）る海外の営利団体に
より、「核」（Nuclear）の文字が削られた。

• 一般向けには「核」という語が放射能や原爆と結びつきやすく、誤解や不安を招くため、
医療界やメーカーがＭＲＩという表現を採用し、定着してきた経緯がある。

63DOW JONES 読売新聞プロ (2026年3月30日) 【Proの目】「フュージョンバブル 」
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フュージョンバブル？

• 昨今の産業界や政府の動きから、「核融合はまもなく実現
される」との感覚を持っている人も少なくないのではないか

• 環境‧エネルギー問題を解決する次世代のクリーンエネル
ギー源としての期待感が今の動きを後押ししている

• だが近年、商業化につながる大きな技術的革新が特に
あった訳ではない

• この過熱ぶりは技術の実体とかけ離れており、バブルの様
相を呈している。冷静に捉えなければ、将来のエネルギー
戦略を見誤る可能性もある 

70DOW JONES 読売新聞プロ (2026年3月30日) 【Proの目】「フュージョンバブル 」



遅延するＩＴＥＲ計画、加速する民主導開発

• ＩＴＥＲ計画は、機器調達の遅れなどから２４年に大幅な計画見
直しが行われ、水素での「初プラズマ」という節目は廃止し、試験
運転を2034年、Ｄ-Ｔ運転を2039年へと、当初計画より数年〜１０
年規模で後ろ倒しに

• 数ある核融合の技術の中で、世界の英知と資金を最も多く集め
て推進されてきたＩＴＥＲ計画が大幅遅延する現状を横目に、各
国が新たに核融合戦略を策定したり、民主導の開発が加速して
いる状況

• ITERが遅れているのにベンチャーその先を行く？

• 2030年代発電を謳うベンチャーもあるが、発電実証の言葉の定
義は不明瞭
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核融合（フュージョン）
最近の動向：

• フュージョンエネルギー発電実証推進事業として、国庫債務負担行為含め総額 600億
円（※令和７年度補正予算額200億円）

• 日本成長戦略会議に内閣府特命担当大臣（科学技術政策）をWG長とするフュージョ
ンエネルギーWGが2025年に発足。官民投資や社会実装に向けたロードマップ検討、
予算支援措置、産業サプライチェーンの予見性確保を検討

核融合動向に対する私見：

• 商業化につながる大きな技術的革新は見当たらないものの、「投資が加熱」の印象

• 今の動きを生み出したのは、海外核融合ベンチャーによる要素技術のビジネス化、各
国のフュージョン戦略策定、高市総理の積極姿勢などによるシナジー効果。さらにそ
の根底には1F事故も関係（Fission=危険＆廃棄物、に対し、fusion=クリーン＆夢）

• これは、1F事故後にみられた「トリウム溶融塩炉ベンチャー乱立」の動きと重なる

• 2030年代発電を謳うベンチャーもあるが、それには「短時間発電のデモ」の意味合い
も含まれていることに注意

• 世界の英知と予算を集め進めているITERプロジェクトの計画は研究運転開始が2034
年へと大きく後倒しとなっている一方で、ベンチャーがその先を行く？

• 今が「フュージョンバブル時代」と後世に評価されないためには？
72



73

次世代革新炉開発の進め方
出典： 内閣府ＧＸ実行会議 GX実現に向けた基本方針＜閣議決定（令和５年２月１０日）＞
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国際動向

• 国外では、 スイスやスウェーデンなど過去に原子炉の新設禁止等を決
定した国や、 未導入国を含め、 世界各国で、 原子力の活用に向けた
動きがみられる

• ASEAN地域においても同様の動きが見られ、 例えばマレーシアでは、 
2025年７月に第13次マレーシア計画を公表し、 原子力利用を選択肢と
して検討すると表明。 現在、 導入に向けたFSを実施中。 また、 インド
ネシアやフィリピンなど複数国でSMRの導入を検討している。

• 米国では、 2025年５月23日、 トランプ大統領が規制プロセスの改革、 
試験炉の早期稼働などを通じ、 革新炉の社会実装を後押しする旨の
原子力に関する大統領令を４本公表した。 

• また、 日米共同首脳声明では原子力分野における協力の重要性を表
明、 英米間では新規原子力発電所の建設の迅速化を目指す新たな
MOUを締結、 英米企業間での商業契約が複数締結された。
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テレビ東京・BSテレ東 7ch
石川和男の危機のカナリア
2023/6/3 がん治療「原子炉由来」
の時代？

原子力の医学/宇宙応用



標的α線治療による
全身へ転移したがんの消失例

出典： Kratochiwil C, et al. J Nucl Med 2016 57(12):1941-19 84

225Acを
3回注射
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標的α線療法
Targeted Alpha Therapy (TAT)

全身に転移したがん

225Ac
(α線を放出する人工の放射性核種)

がん細胞の表面に
結合しやすい分子
（Ligand）

がん細胞の表面のみ
に選択的に集積

• がん細胞表面から225Acがα線を放出

• α線は飛程短く、がん細胞を集中侵撃

標的α線療法の特徴：

• 体外から中性子や重イオンを照射する外部照射と異なり、

注射で内用する内部照射

• β線より飛程が短く、エネルギーを癌細胞に集中

• 225Acはα線を4回放出、エネルギー付与大

⇒ 正常細胞の損傷を最小限に抑えつつ、効果的治療が可能



放射線利用の現状と課題について (aec.go.jp)

重粒子線治療との違い
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加速器
・

原子炉

加速器
・

原子炉

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2018/siryo16/siryo1.pdf
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2018/siryo16/siryo1.pdf


月面用原子炉
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最新の米アルテミス計画

• 2028年：宇宙空間（軌道上）
での原子炉による発電
(1kWe～20kWe)

• 2030年：月面での原子炉に
よる発電(～100kWe)

日本の動向

• 宇宙戦略基金(予算：10年
で1兆円)

• 2025年に「半永久電源（原
子力電池）開発」が採択（予
算：4年間で15億円）

• 2026年 スタートアップ会社
「Astra NuPower」発足
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原子力ロケットの原理
原子炉

反射体ノズル 制御機構

遮蔽体

液体水素
タンク

Nuclear Rocket Back From Hiatus | Chemistry And Physics | Rocket, Chemistry, Science and nature (pinterest.jp)

https://www.pinterest.jp/pin/373869206560896538/
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ご清聴ありがとうございました
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